
各セグメントに属する重要な子会社等（連結子会社512社、持分法適用関連会社24社）の状況を系統図に示すと概ね

以下のとおりです。

顧　客

開発・製造会社 議決権比率（%）
（株）島根富士通（島根県出雲市） 100
富士通アイソテック（株）（福島県伊達市） 100
富士通モバイルフォンプロダクツ（株） 
（栃木県大田原市） 等 100
開発・製造・販売会社 議決権比率（%）
富士通モバイルコミュニケーションズ（株）
（川崎市） 100
富士通周辺機（株）（兵庫県加東市） 100
富士通テン（株）（神戸市） 等 55.00
 

開発・製造・販売会社 議決権比率（%）
富士通セミコンダクター（株）（横浜市） 100
新光電気工業（株）（長野県長野市） 50.06 （0.03）
FDK（株）（東京都港区） 72.58 （0.01）
富士通コンポーネント（株）（東京都品川区） 等 56.96

販売会社 議決権比率（%）
富士通エレクトロニクス（株）（横浜市） 等 100 （100）

研究・開発会社 議決権比率（%）
（株）富士通研究所（川崎市） 等 100

関連会社 議決権比率（%）
（株）富士通ゼネラル※（川崎市） 44.26
富士通リース（株）※（東京都千代田区） 等 20.00

テクノロジーソリューション

ユビキタスソリューション

デバイスソリューション

開発・製造・販売会社 議決権比率（%）
富士通フロンテック（株）（東京都稲城市） 53.94 （0.45）
富士通テレコムネットワークス（株）（川崎市） 100
Fujitsu Network Communications, Inc.（米国） 等 100
開発・製造会社 議決権比率（%）

（株）富士通ITプロダクツ（石川県かほく市） 等 100

開発・販売・サービス提供会社 議決権比率（%）
（株）富士通ビー・エス・シー（東京都港区） 56.45
（株）富士通マーケティング（東京都文京区） 100
（株）富士通システムズ・イースト（東京都文京区） 100
（株）富士通システムズ・ウエスト（大阪市） 100
富士通エフ・アイ・ピー（株）（東京都江東区） 100
ニフティ（株）（東京都新宿区） 66.60
（株）富士通エフサス（川崎市） 100
（株）PFU（石川県かほく市） 100
（株）富士通ミッションクリティカル 
システムズ（横浜市） 100
Fujitsu Services Holdings PLC（英国） 100
Fujitsu America, Inc.（米国） 100 （100）
Fujitsu Australia Limited（オーストラリア）等 100

開発・製造・販売・サービス提供会社 議決権比率（%）
Fujitsu Technology Solutions（Holding）B.V. 
（オランダ） 等 100

販売会社 議決権比率（%）
（株）富士通パーソナルズ（東京都港区） 等 100

重要な子会社等の状況
（2014年3月31日現在）

（注1）  上記の会社のうち、国内市場に上場している子会社等および公開市場は次のとおりです。
   富士通フロンテック（株）（東証2部）、ニフティ（株）（東証2部）、（株）富士通ビー・エス・シー（JASDAQ）、新光電気工業（株）（東証1部）、FDK（株）（東証2部）、 

富士通コンポーネント（株）（東証2部）、（株）富士通ゼネラル（東証1部）
（注2） 上記の会社のうち、※を付した会社は持分法適用関連会社です。
（注3） 議決権比率（単位：％）の欄の（　）内の数字は間接所有割合で内数です。
（注4）  富士通モバイルフォンプロダクツ（株）は、2014年4月1日に富士通周辺機（株）と合併し、解散しました。

当
　
社

M
AN

AGEM
EN

T
FACTS &

 FIGURES
RESPO

N
SIBILITY

PERFO
RM

AN
CE

157FUJITSU LIMITED ANNUAL REPORT 2014




